
一 般 質 問
一般質問とは、生活に関わる市政全般のことについ
て市に対して行う質問です。

総 務 関 係
外国人住民の納税と公平性の確保
髙堀亮太郎議員 朝霞市では、子育てや教育、福祉な
ど、さまざまな行政サービスが提供されています。市
民が納める税金や保険料は、こうしたサービスや社会
保障制度を支える重要な財源です。日本人、外国人を
問わず、納税義務がある以上、公平・公正に納めてい
ただくことが重要です。外国人住民が増加する中、日
本の税制度や納税義務について理解してもらう取り組
みも必要です。滞納を未然に防ぎ、滞納が生じた場合
には納税につなげるため、市ではどのような取り組み
を行っていますか。
総務部長 市税や国民健康保険税の徴収については、
国籍にかかわらず、公平・公正であることが重要です。
また、滞納が発生する前に、税制度や納税について理
解していただく取り組みも必要です。そのため、外国
人の滞納者に対しては、本市に登録の多い国の言語を
中心に催告書を作成し、今月から送付します。
その他の質問項目 都市農地の保全と市民農園の充
実／駅周辺の駐輪環境の整備
16時閉庁、デジタル化は進んだか
外山麻貴議員 7月から市役所が16時に閉まるよう
になりました。早く閉まる分、行かなくても済む手続
きが増えてほしいところですが、デジタル化は進んで
いません。市は「書かない・待たない・回らない」窓
口を掲げていますが、申請書作成支援システムの目標
は令和12年度でも5件。来庁者の待ち時間すら把握
していません。計画の目標は職員が減らせた作業時間
ばかりです。市民の時間がどれだけ減るのかを目標に
掲げるべきではないでしょうか。
総務部長 市民の皆様がDXの効果を実感できること
は大変重要だと認識しています。現在、令和9年度版
のDX推進実施計画の策定作業を進めており、ほかの
計画との整合性や効果測定の実施方法などを整理した
うえで、DX推進の成果を測るための適切な指標を改
めて検討していきたいと考えています。
その他の質問項目 DX推進計画の策定過程／オンラ
イン手続きの利用実態／スマホで完結する市役所／
スーパー・シティプロジェクトの補助金と KPI

教 育 環 境 関 係
放課後子ども教室の運営と拡大について
駒牧容子議員 令和7年度から2校でスタートしたこ
とは、大きな一歩であります。だからこそ、この2校
での実績と子どもたち、保護者の声をしっかりと検証
し、その成果を次の学校へとつなげていただきたいと
思います。「すべての子どもに、安心できる放課後を」
この視点に立って、実施校の段階的な拡大、そして将
来的には全小学校への展開をしていただきたいと考え
ています。今後の放課後子ども教室の整備についての
お考えを、市長にお伺いします。
市長 放課後子ども教室の拡充については、現在、朝
霞第六小学校と第八小学校で開設しており、来年度は
朝霞第五小学校で新しく開設予定です。今後は、各教
室の運営の実績、課題を検証し、整備に向けて検討し
たいと考えています。
その他の質問項目 朝霞市デマンド交通の利用につ
いて／子育て家庭の支援について／地域の憩いの施設
の復活を／交通事故の抑制や渋滞を緩和するために 他
自治会・町内会のデジタル化について
田原亮議員 今回の一般質問で紹介したとおり、さい
たま市や富士見市などの取り組みを見ると、説明会を
開催して終わりではなく、実際に触ってみる、試験的
に使ってみる、導入時の設定を支援する、運用後も相
談を受けるといった、「知る」から「使う」までの段
階があります。本市の説明会でも一定の関心が確認さ
れた以上、今後、体験会や導入自治会との意見交換、
試験利用など、説明会の次として、体験・試行・導入
支援までつなげる必要があると考えますが、市長の見
解を伺います。
市長 各自治会・町内会の導入や運用の状況などを見
ながら、事例を共有する機会を設けたいと考えていま
す。
その他の質問項目 自主防災組織に期待される役割
／避難行動要支援者台帳の活用／避難所開設訓練の実
効性／外国人住民の増加に伴う地域課題／不法滞在等
不登校から考える学びの支援体制について
増田ともみ議員 不登校を一時的なこととせず、一人
の人生を構築するものとして捉える考え方が、ひきこ
もりや適応障害等を未然に防ぐことにつながると考え
ます。不登校対策として「誰も取り残さない朝霞市の
教育環境づくり」のためには、そのための主要チーム
ないし部門が必要だと考えますが、お考えを伺います。
学校教育部長 不登校の長期化や将来的な社会とのつ
ながりの希薄化を防ぐためにも、学校への復帰だけを
目標とするのではなく、学びの保障、安心できる居場
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所、人とのつながり、将来の社会的自立までを見据え
た支援が必要であると捉えています。
学校や教育委員会のほか、関係各課や関係機関がそ
れぞれの専門性を生かして、切れ目のないネットワー
クを構築することが大切であると考えています。
その他の質問項目 乳がんの早期発見に向けた取り
組みについて
学校教育における生成AI の利活用
渡部竜二議員 学校現場での生成AI 活用が本格化す
る中、本市の利用状況とルールの整備についてお伺い
します。国や県の指針は教職員向けで、子ども向けの
指針はどこにもありません。市独自の策定を求め、基
礎学力を養う低学年は抑制的に、探究学習が中心の高
学年以降は積極的にという段階的な方針を盛り込むよ
う提案します。また、教職員の校務利用は負担軽減に
つながるため積極的に進めるべきであり、あわせてAI
では代替できない宿題への転換も求めます。
学校教育部長 学校教育の中で、学習の目的や児童・
生徒の発達段階を踏まえ、各学校における適切な判断
のもと、国のガイドラインに沿って教員が主体となり
生成AI を活用した授業を行っている事例はあります。
運用の際のルールとして、本年7月に朝霞市立小・中
学校教職員生成AI 運用規定および朝霞市生成AI 教
育利活用における遵守事項を策定しました。
今後についても、教職員が共通のルールのもと、有
効、かつ安全に生成AI の利活用ができるよう支援を
行っていきます。
その他の質問項目 生成AI 利活用の現状／教職員研
修の実施状況および今後の計画／家庭での利用に関す
る保護者への周知・啓発および相談体制の整備
デジタル推進で懸念される格差拡大
田辺淳議員 2年前、すららドリルの問題点を指摘し、
善処を求めたのですが、何ら改善されていません。AI
ドリルと表現されていますが、実際は紙ベースのドリ
ルのほうが子どもたちにとって使い勝手が良いし、役
に立ちます。市の支出は5年間で1億円。教材費の保
護者負担はこの部分ではありませんが、個別最適とい
いながら、できる子だけがどんどん先に進み、わから
ない子は取り残される。近くに伴走支援者が絶対必要
です。教職員は働き方改革の中、その子たちの補習が
できますか。
学校教育部長 AI ドリルは、あらゆる学びを代替す
るものではなく、基礎的な知識、技能を個別最適かつ
効率的に習得するためツールとして位置づけており、
教員の見取りや支援を不要にするものではありません。
子どもの学びの状況を一覧にして確認できる機能を活
用し、学習が進んでいない児童・生徒を早期に把握し

たうえで、教員や学習支援員による直接的な声かけや
個別指導を行うなど、今後も一人ひとりの児童・生徒
の学習状況に応じた指導に努めていきます。
その他の質問項目 陸自情報隊の市民監視を懸念する
／個人情報保護法改正とデジタル化の課題／市政60
周年記念誌編さん／命を守る施策／水循環とまちづくり
中小企業対策について
利根川仁志議員 中東情勢に伴う原油・原材料高騰で
売り上げが悪化した場合、自治体による支援は「返済
不要の事業者向け給付金・支援金」と「実質無利子の
緊急融資（制度融資）」の2つの軸が必要と考えます。
現在全国の自治体でも、「中東情勢関連対応特別相談
窓口」を設置し、コスト上昇や資金繰りに悩む事業者
へ低利融資のあっせんを行うことや、原材料高騰で給
付型支援金を実施する自治体もあります。市内の中小
企業を支援するための対策について伺います。
市民環境部長 「中東情勢関連対応特別相談窓口」は設
置していませんが、中東情勢の影響によるコスト上昇
や資金繰りの課題などの相談をいただいた際には、市
が実施している社会保険労務士による無料相談を案内
しています。加えて、朝霞市商工会が実施する中小企業
診断士による無料相談も活用できますので、併せて案
内をしています。また、中小企業向けの制度融資を今年
度も実施し、支払利子額の7分の4を補助する仕組み
があります。加えて、県や国の各種制度融資、支援策に
ついても相談時に最新情報を提供するとともに、市
ホームページで、事業者の皆様が利用しやすいよう、中
東情勢の対応に関する情報を集約して公開をしています。
その他の質問項目 令和9年度予算編成／次世代型の
見守り体制への移行／イメージキャラクター「ぽぽた
ん」／保護費の追加給付／食糧品消費税1％の影響

建 設 関 係
手持ち花火ができる公園の実証実験について
福川鷹子議員 手持ち花火ができる実証実験を始めた
経緯についてお聞きします。何か所の公園で実証して、
どれだけの利用がありましたか。花火をするに当たり、
申し込みから実施までのルールを守り、安全にできた
ようですが、今後も夏の思い出として実施される予定
でしょうか。できたら、中学生、高校生もできるよう、
年齢の引き上げは検討されますか。
都市建設部長 今年度の手持ち花火ができる公園の実
証実験については、申込合計数が1,579件で、総利
用人数は6,042人でした。現在、利用者アンケート
の集計中ですが、比較的好意的な意見が多く、令和9
年度も引き続き、手持ち花火の実証実験の実施を検討
したいと考えています。来年度以降の対象者は、現在
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です。教職員は働き方改革の中、その子たちの補習が
できますか。
学校教育部長 AI ドリルは、あらゆる学びを代替す
るものではなく、基礎的な知識、技能を個別最適かつ
効率的に習得するためツールとして位置づけており、
教員の見取りや支援を不要にするものではありません。
子どもの学びの状況を一覧にして確認できる機能を活
用し、学習が進んでいない児童・生徒を早期に把握し

たうえで、教員や学習支援員による直接的な声かけや
個別指導を行うなど、今後も一人ひとりの児童・生徒
の学習状況に応じた指導に努めていきます。
その他の質問項目 陸自情報隊の市民監視を懸念する
／個人情報保護法改正とデジタル化の課題／市政60
周年記念誌編さん／命を守る施策／水循環とまちづくり
中小企業対策について
利根川仁志議員 中東情勢に伴う原油・原材料高騰で
売り上げが悪化した場合、自治体による支援は「返済
不要の事業者向け給付金・支援金」と「実質無利子の
緊急融資（制度融資）」の2つの軸が必要と考えます。
現在全国の自治体でも、「中東情勢関連対応特別相談
窓口」を設置し、コスト上昇や資金繰りに悩む事業者
へ低利融資のあっせんを行うことや、原材料高騰で給
付型支援金を実施する自治体もあります。市内の中小
企業を支援するための対策について伺います。
市民環境部長 「中東情勢関連対応特別相談窓口」は設
置していませんが、中東情勢の影響によるコスト上昇
や資金繰りの課題などの相談をいただいた際には、市
が実施している社会保険労務士による無料相談を案内
しています。加えて、朝霞市商工会が実施する中小企業
診断士による無料相談も活用できますので、併せて案
内をしています。また、中小企業向けの制度融資を今年
度も実施し、支払利子額の7分の4を補助する仕組み
があります。加えて、県や国の各種制度融資、支援策に
ついても相談時に最新情報を提供するとともに、市
ホームページで、事業者の皆様が利用しやすいよう、中
東情勢の対応に関する情報を集約して公開をしています。
その他の質問項目 令和9年度予算編成／次世代型の
見守り体制への移行／イメージキャラクター「ぽぽた
ん」／保護費の追加給付／食糧品消費税1％の影響

建 設 関 係
手持ち花火ができる公園の実証実験について
福川鷹子議員 手持ち花火ができる実証実験を始めた
経緯についてお聞きします。何か所の公園で実証して、
どれだけの利用がありましたか。花火をするに当たり、
申し込みから実施までのルールを守り、安全にできた
ようですが、今後も夏の思い出として実施される予定
でしょうか。できたら、中学生、高校生もできるよう、
年齢の引き上げは検討されますか。
都市建設部長 今年度の手持ち花火ができる公園の実
証実験については、申込合計数が1,579件で、総利
用人数は6,042人でした。現在、利用者アンケート
の集計中ですが、比較的好意的な意見が多く、令和9
年度も引き続き、手持ち花火の実証実験の実施を検討
したいと考えています。来年度以降の対象者は、現在
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一 般 質 問
一般質問とは、生活に関わる市政全般のことについ
て市に対して行う質問です。

総 務 関 係
外国人住民の納税と公平性の確保
髙堀亮太郎議員 朝霞市では、子育てや教育、福祉な
ど、さまざまな行政サービスが提供されています。市
民が納める税金や保険料は、こうしたサービスや社会
保障制度を支える重要な財源です。日本人、外国人を
問わず、納税義務がある以上、公平・公正に納めてい
ただくことが重要です。外国人住民が増加する中、日
本の税制度や納税義務について理解してもらう取り組
みも必要です。滞納を未然に防ぎ、滞納が生じた場合
には納税につなげるため、市ではどのような取り組み
を行っていますか。
総務部長 市税や国民健康保険税の徴収については、
国籍にかかわらず、公平・公正であることが重要です。
また、滞納が発生する前に、税制度や納税について理
解していただく取り組みも必要です。そのため、外国
人の滞納者に対しては、本市に登録の多い国の言語を
中心に催告書を作成し、今月から送付します。
その他の質問項目 都市農地の保全と市民農園の充
実／駅周辺の駐輪環境の整備
16時閉庁、デジタル化は進んだか
外山麻貴議員 7月から市役所が16時に閉まるよう
になりました。早く閉まる分、行かなくても済む手続
きが増えてほしいところですが、デジタル化は進んで
いません。市は「書かない・待たない・回らない」窓
口を掲げていますが、申請書作成支援システムの目標
は令和12年度でも5件。来庁者の待ち時間すら把握
していません。計画の目標は職員が減らせた作業時間
ばかりです。市民の時間がどれだけ減るのかを目標に
掲げるべきではないでしょうか。
総務部長 市民の皆様がDXの効果を実感できること
は大変重要だと認識しています。現在、令和9年度版
のDX推進実施計画の策定作業を進めており、ほかの
計画との整合性や効果測定の実施方法などを整理した
うえで、DX推進の成果を測るための適切な指標を改
めて検討していきたいと考えています。
その他の質問項目 DX推進計画の策定過程／オンラ
イン手続きの利用実態／スマホで完結する市役所／
スーパー・シティプロジェクトの補助金と KPI

教 育 環 境 関 係
放課後子ども教室の運営と拡大について
駒牧容子議員 令和7年度から2校でスタートしたこ
とは、大きな一歩であります。だからこそ、この2校
での実績と子どもたち、保護者の声をしっかりと検証
し、その成果を次の学校へとつなげていただきたいと
思います。「すべての子どもに、安心できる放課後を」
この視点に立って、実施校の段階的な拡大、そして将
来的には全小学校への展開をしていただきたいと考え
ています。今後の放課後子ども教室の整備についての
お考えを、市長にお伺いします。
市長 放課後子ども教室の拡充については、現在、朝
霞第六小学校と第八小学校で開設しており、来年度は
朝霞第五小学校で新しく開設予定です。今後は、各教
室の運営の実績、課題を検証し、整備に向けて検討し
たいと考えています。
その他の質問項目 朝霞市デマンド交通の利用につ
いて／子育て家庭の支援について／地域の憩いの施設
の復活を／交通事故の抑制や渋滞を緩和するために 他
自治会・町内会のデジタル化について
田原亮議員 今回の一般質問で紹介したとおり、さい
たま市や富士見市などの取り組みを見ると、説明会を
開催して終わりではなく、実際に触ってみる、試験的
に使ってみる、導入時の設定を支援する、運用後も相
談を受けるといった、「知る」から「使う」までの段
階があります。本市の説明会でも一定の関心が確認さ
れた以上、今後、体験会や導入自治会との意見交換、
試験利用など、説明会の次として、体験・試行・導入
支援までつなげる必要があると考えますが、市長の見
解を伺います。
市長 各自治会・町内会の導入や運用の状況などを見
ながら、事例を共有する機会を設けたいと考えていま
す。
その他の質問項目 自主防災組織に期待される役割
／避難行動要支援者台帳の活用／避難所開設訓練の実
効性／外国人住民の増加に伴う地域課題／不法滞在等
不登校から考える学びの支援体制について
増田ともみ議員 不登校を一時的なこととせず、一人
の人生を構築するものとして捉える考え方が、ひきこ
もりや適応障害等を未然に防ぐことにつながると考え
ます。不登校対策として「誰も取り残さない朝霞市の
教育環境づくり」のためには、そのための主要チーム
ないし部門が必要だと考えますが、お考えを伺います。
学校教育部長 不登校の長期化や将来的な社会とのつ
ながりの希薄化を防ぐためにも、学校への復帰だけを
目標とするのではなく、学びの保障、安心できる居場

議 会 だ よ り

所、人とのつながり、将来の社会的自立までを見据え
た支援が必要であると捉えています。
学校や教育委員会のほか、関係各課や関係機関がそ
れぞれの専門性を生かして、切れ目のないネットワー
クを構築することが大切であると考えています。
その他の質問項目 乳がんの早期発見に向けた取り
組みについて
学校教育における生成AI の利活用
渡部竜二議員 学校現場での生成AI 活用が本格化す
る中、本市の利用状況とルールの整備についてお伺い
します。国や県の指針は教職員向けで、子ども向けの
指針はどこにもありません。市独自の策定を求め、基
礎学力を養う低学年は抑制的に、探究学習が中心の高
学年以降は積極的にという段階的な方針を盛り込むよ
う提案します。また、教職員の校務利用は負担軽減に
つながるため積極的に進めるべきであり、あわせてAI
では代替できない宿題への転換も求めます。
学校教育部長 学校教育の中で、学習の目的や児童・
生徒の発達段階を踏まえ、各学校における適切な判断
のもと、国のガイドラインに沿って教員が主体となり
生成AI を活用した授業を行っている事例はあります。
運用の際のルールとして、本年7月に朝霞市立小・中
学校教職員生成AI 運用規定および朝霞市生成AI 教
育利活用における遵守事項を策定しました。
今後についても、教職員が共通のルールのもと、有
効、かつ安全に生成AI の利活用ができるよう支援を
行っていきます。
その他の質問項目 生成AI 利活用の現状／教職員研
修の実施状況および今後の計画／家庭での利用に関す
る保護者への周知・啓発および相談体制の整備
デジタル推進で懸念される格差拡大
田辺淳議員 2年前、すららドリルの問題点を指摘し、
善処を求めたのですが、何ら改善されていません。AI
ドリルと表現されていますが、実際は紙ベースのドリ
ルのほうが子どもたちにとって使い勝手が良いし、役
に立ちます。市の支出は5年間で1億円。教材費の保
護者負担はこの部分ではありませんが、個別最適とい
いながら、できる子だけがどんどん先に進み、わから
ない子は取り残される。近くに伴走支援者が絶対必要
です。教職員は働き方改革の中、その子たちの補習が
できますか。
学校教育部長 AI ドリルは、あらゆる学びを代替す
るものではなく、基礎的な知識、技能を個別最適かつ
効率的に習得するためツールとして位置づけており、
教員の見取りや支援を不要にするものではありません。
子どもの学びの状況を一覧にして確認できる機能を活
用し、学習が進んでいない児童・生徒を早期に把握し

たうえで、教員や学習支援員による直接的な声かけや
個別指導を行うなど、今後も一人ひとりの児童・生徒
の学習状況に応じた指導に努めていきます。
その他の質問項目 陸自情報隊の市民監視を懸念する
／個人情報保護法改正とデジタル化の課題／市政60
周年記念誌編さん／命を守る施策／水循環とまちづくり
中小企業対策について
利根川仁志議員 中東情勢に伴う原油・原材料高騰で
売り上げが悪化した場合、自治体による支援は「返済
不要の事業者向け給付金・支援金」と「実質無利子の
緊急融資（制度融資）」の2つの軸が必要と考えます。
現在全国の自治体でも、「中東情勢関連対応特別相談
窓口」を設置し、コスト上昇や資金繰りに悩む事業者
へ低利融資のあっせんを行うことや、原材料高騰で給
付型支援金を実施する自治体もあります。市内の中小
企業を支援するための対策について伺います。
市民環境部長 「中東情勢関連対応特別相談窓口」は設
置していませんが、中東情勢の影響によるコスト上昇
や資金繰りの課題などの相談をいただいた際には、市
が実施している社会保険労務士による無料相談を案内
しています。加えて、朝霞市商工会が実施する中小企業
診断士による無料相談も活用できますので、併せて案
内をしています。また、中小企業向けの制度融資を今年
度も実施し、支払利子額の7分の4を補助する仕組み
があります。加えて、県や国の各種制度融資、支援策に
ついても相談時に最新情報を提供するとともに、市
ホームページで、事業者の皆様が利用しやすいよう、中
東情勢の対応に関する情報を集約して公開をしています。
その他の質問項目 令和9年度予算編成／次世代型の
見守り体制への移行／イメージキャラクター「ぽぽた
ん」／保護費の追加給付／食糧品消費税1％の影響

建 設 関 係
手持ち花火ができる公園の実証実験について
福川鷹子議員 手持ち花火ができる実証実験を始めた
経緯についてお聞きします。何か所の公園で実証して、
どれだけの利用がありましたか。花火をするに当たり、
申し込みから実施までのルールを守り、安全にできた
ようですが、今後も夏の思い出として実施される予定
でしょうか。できたら、中学生、高校生もできるよう、
年齢の引き上げは検討されますか。
都市建設部長 今年度の手持ち花火ができる公園の実
証実験については、申込合計数が1,579件で、総利
用人数は6,042人でした。現在、利用者アンケート
の集計中ですが、比較的好意的な意見が多く、令和9
年度も引き続き、手持ち花火の実証実験の実施を検討
したいと考えています。来年度以降の対象者は、現在
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集計中の利用者アンケートを踏まえ、検討したいと考
えています。
その他の質問項目 環境問題について／デマンドタ
クシーについて
住宅改修に関わる各種支援制度の連携について
ごん純一議員 高齢者が住宅の改善を検討する場合、
介護保険や高齢者住宅改善費補助だけではなく、さま
ざまな制度が関係する場合があります。朝霞市では「住
まいのサポートブック」等により、情報を整理してい
ると理解しているが、現在、高齢者から住宅に関する
相談を受けた際の関係部署や他制度への案内、庁内で
の連携をどのように行っているのか伺います。
都市建設部長 高齢者から住宅に関する相談を受けた
際は、受付部署において相談内容の聞き取りを行い、
各種制度の所管課へ適切に案内しています。なお、複
数の制度が利用可能な場合については、相談者にその
内容を丁寧にお伝えし、ご本人に納得いただいたうえ
で制度を選択していただけるよう努めています。
その他の質問項目 高齢者住宅の温熱環境について

民 生 関 係
フレッシュトレーニング教室の拡充を要望
兼本尚昌議員 65歳以上の市民を対象に、運動機能
低下防止のための筋トレや各種体操を行う「フレッ
シュトレーニング教室」は高い評価を得ています。しか
し、今年度は定員が削減され、抽せん漏れで83人をお
断りする事態となりました。取り組み概要や予算、定
員削減の理由、来年度の方針について市の考えをお伺
いします。また、高齢者の健康維持に向け、来年度以降
の予算拡充および定員と実施場所の拡大を強く要望します。
健康部長 フレッシュトレーニング教室は、要介護・
要支援状態とならないよう、健康運動指導士等が転
倒・骨折の予防および加齢に伴う運動機能低下防止の
ための筋力トレーニング、ストレッチ、リズム体操等
を行うほか、脳トレなども実施しており、予算額は、
約650万円となっています。また、定員削減の理由
は、本来予定していた会場を確保することができず、
ほかの会場で定員数を増やすなど対応しましたが、結
果的に前年度と比較して少なくなりました。来年度の
方針は、より多くの方が参加いただけるよう、定員数
の拡充に努め、新たな会場の確保も行っていくととも
に、運動機能低下防止のための筋力トレーニングと併
せて栄養等に関する健康講座を行うなど、内容の充実
についても検討したいと考えています。
その他の質問項目 市職員採用年齢上限撤廃／ポイ
捨て過料徴収制度導入／新加入外国人等に国保税一括
前納／公用車の運用管理システム導入

デジタル化に向けたシニアへの支援を
遠藤光博議員 5年前のコロナ禍から何度も一般質問
で訴えてきましたが、いまだ市の事業として実施には
至っておりません。高齢者がデジタル機器の操作に不
慣れであることを理由に必要な情報やサービスから取
り残されないよう支援することは行政の重要な役割と
考えます。繰り返し相談、支援できる仕組みを市の事
業として進めていくべきと強く訴えるものです。困っ
たときに身近で相談できる継続的な支援体制を、市の
事業として整えることが必要と考えますが市の見解を
伺います。
福祉部長 デジタル化が急速に進展する中、高齢者が
行政サービス等をみずから円滑に利用できるよう支援
することは、市として取り組むべき課題の1つであり、
その必要性を認識しています。高齢者に対するデジタ
ルツールの利用支援を市の事業として実施することに
ついては、他自治体の先行事例を調査し、事業の効果
や実施体制、運営上の課題などについて情報収集に努
めるとともに、関係部署と連携し、本市にとって望ま
しい支援の在り方を検討していきたいと考えています。
その他の質問項目 防災対策の推進を、マンション
の防災対策／物価高騰対策、食料品の消費税1％引き
下げに対する給食の影響について 他
ひとり暮らし、身寄りのない高齢支援について
岡﨑和広議員 近年、ひとり暮らし、身寄りのない高齢
者が増えています。こうした方々が病気や介護などに
より生活上の支援が必要となった場合、入院や施設へ
の入所、緊急時の連絡、各種手続き、亡くなった後の葬
儀や納骨などさまざまな場面で頼れる人がいないと
いった問題に直面することになります。ひとり暮らし、
身寄りのない高齢者が住み慣れた朝霞市で安心して生
活して最後まで尊厳を持って暮らせるように市として
支援していただきたいと思いますがいかがでしょうか。
福祉部長 市の現在の取り組みは、安心見守り連絡
カードの配布、緊急通報システムや見守りライトなど
の設置、配食などを活用した見守りサービスの提供を
行っています。また、地域包括支援センターなどで実施
している高齢者の総合相談において、在宅生活を送る
ことが難しくなっている方は、訪問などにより状況確
認を行い、関係機関と連携して支援にあたっています。
社会福祉協議会においては、地域のサロン活動など

に参加し、顔の見える関係を築くとともに、高齢者を
はじめとする地域の困りごとの情報を収集し、必要な
支援につなげる役割を担っています。
その他の質問項目 断熱住宅の導入に支援を（窓断熱
など）／宅配ボックス設置に補助を／害虫が大量発生
した場合の対策について／越戸公園の水はけ改善を
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次回定例会の予定

高齢者の肺炎予防のさらなる支援を
宮林智美議員 令和6年度から高齢者の肺炎球菌定期
予防接種の対象が原則65歳となり、令和8年度から
はワクチンが20価に変更されました。高齢者の肺炎
は、年齢の上昇とともに重症化リスクが高まり、特に後
期高齢期以降でその傾向が顕著になるとされています。
そこで、高齢者の健康維持、重症化予防、医療費抑
制の観点から、満66歳以上の高齢者を対象に、20
価ワクチンの助成事業を実施してはどうかと考えます
が市の考えを伺います。
健康部長 高齢者肺炎球菌ワクチンの対象年齢につい
ては、20価を導入する際の国での検討の中で、疾病
負荷やワクチンの有効性および費用対効果の知見を踏
まえ、現在の65歳が適切であるとされたところです。
しかし、23価ワクチンの有効性が徐々に減少して

いくことおよび65歳で23価ワクチンの接種歴のあ
る方を含め、国の知見において、70歳においても費
用対効果の観点では良好であることを踏まえ、接種の
対象年齢については、今後、21価ワクチンの定期接
種化に係る国の検討を行う際に、その必要性を含め、
改めて検討されているところですので、国の動向を注
視していきたいと考えています。
その他の質問項目 感震ブレーカーの普及を／市主導
の防犯カメラの設置を／カーブミラーの設置について
放課後児童クラブ指定管理業務仕様書について
西明議員 新たな仕様書の内容は、これまでに寄せら
れた保護者の声をしっかりと受け止め、まさに長年の
要望を形にしたものだと認識しています。従来の仕様
書からの変更点とそのねらいをお伺いします。また、
子どもの人権への配慮や一人ひとりの人格・意見を尊
重した運営の測定・評価は、目に見えにくく測りづら
い面があるかと思いますが、その仕組みについてもお
伺いします。
こども部長 変更点については、入退室管理や連絡等
の電子化による効率化、長期休暇中の昼食提供、障害
児支援、引き渡し訓練や人権研修への参加など、保護
者や議会からのご意見を反映し準備を進めてきました。
なお、公募条件には放課後子ども教室との一体的運営
への協力も盛り込んでいます。子どもの人権に十分に
配慮するためには、子どもの気持ちに寄り添い、意見
提出や参加の権利を保障することが大切だと考えます。
研修参加、アンケート、モニタリングを通じて子ども
の声を丁寧に取り入れ、フィードバックや取り組み状
況の確認を行っていきます。
その他の質問項目 首都直下地震緊急対策推進基本
計画の変更に伴う朝霞市の考え

プレコンセプションケア（プレコン）の推進
飯倉一樹議員 プレコンは「性別を問わず、適切な時期
に、性や健康に関する正しい知識を持ち、妊娠・出産を
含めた将来設計や将来の健康を考えて健康管理を行
う」概念として国も県も推進をしています。「第6次朝
霞市総合計画」内の「ライフステージを通じた切れ目の
ない子育て支援の充実」において言及されている内容
と方向性を同じくするものと考えられます。また、適切な
形でプレコンを推進し、若年層が相談をしやすい状況
を整えることが有益と考えますが、市の見解を伺います。
こども部長 プレコンセプションケアを適切な形で推
進し、若年層にとって相談しやすい環境を整えること
は、将来の健康増進、少子化対策、母子保健の充実と
いう観点から、本市にとっても有益であると考えてい
ます。引き続き、プレコンセプションケアの理念にのっ
とり、既存事業の充実に取り組み、若年層が相談しや
すい環境の整備に努めていきたいと考えています。
その他の質問項目 遺贈寄付での高齢者居住支援／
樹木の管理・計画策定／自助、共助の課題／BCP等企
業の防災支援／車の浸水対策／学校での火災予防訓練
福祉事業者に対する市の調査権限
黒川滋議員 市内の障害者福祉事業で相次いで重大な
利用者に対する問題が発覚しました。これまで市は福
祉事業者のトラブルに関して法人の設立認可者である
地方厚生局、県や権限を持つ市が対処すべきとしてき
ましたが、改めて障害福祉事業であれば障害者総合支
援法第10条、介護事業であれば介護保険法第22条
により、自立支援費や介護給付費などの給付責任とし
て朝霞市にもあるという認識でよいのでしょうか。
福祉部長 許認可権者の自治体と共同で調査を実施し
て、運営、介護報酬の請求の両面から指導・助言を行っ
ています。今後も許認可権者と連携し、不適正な形で
サービスが提供されていることが判明したときは、請
求金額を正すとともに、適正なサービスが提供される
よう事業者に働きかけていきます。
健康部長 保険者として、介護事業所からの保険給付
の請求やケアプランの内容が適切なものとなっている
か点検を行い、不適切なものが確認された際には、速や
かに是正指導を行うなど必要に応じて対応しています。
その他の質問項目 国際興業バス朝11系統大幅減便
の対応／都市計画マスタープランでの歩道確保／大型
マンション建設に伴う保育需要の変化の対応

次回定例会の開会は、11月27日㈮午前9時からの
予定です。
※請願の提出は、11月20日㈮）午後4時までにお願
いします。
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集計中の利用者アンケートを踏まえ、検討したいと考
えています。
その他の質問項目 環境問題について／デマンドタ
クシーについて
住宅改修に関わる各種支援制度の連携について
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各種制度の所管課へ適切に案内しています。なお、複
数の制度が利用可能な場合については、相談者にその
内容を丁寧にお伝えし、ご本人に納得いただいたうえ
で制度を選択していただけるよう努めています。
その他の質問項目 高齢者住宅の温熱環境について

民 生 関 係
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援法第10条、介護事業であれば介護保険法第22条
により、自立支援費や介護給付費などの給付責任とし
て朝霞市にもあるという認識でよいのでしょうか。
福祉部長 許認可権者の自治体と共同で調査を実施し
て、運営、介護報酬の請求の両面から指導・助言を行っ
ています。今後も許認可権者と連携し、不適正な形で
サービスが提供されていることが判明したときは、請
求金額を正すとともに、適正なサービスが提供される
よう事業者に働きかけていきます。
健康部長 保険者として、介護事業所からの保険給付
の請求やケアプランの内容が適切なものとなっている
か点検を行い、不適切なものが確認された際には、速や
かに是正指導を行うなど必要に応じて対応しています。
その他の質問項目 国際興業バス朝11系統大幅減便
の対応／都市計画マスタープランでの歩道確保／大型
マンション建設に伴う保育需要の変化の対応

次回定例会の開会は、11月27日㈮午前9時からの
予定です。
※請願の提出は、11月20日㈮）午後4時までにお願
いします。
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集計中の利用者アンケートを踏まえ、検討したいと考
えています。
その他の質問項目 環境問題について／デマンドタ
クシーについて
住宅改修に関わる各種支援制度の連携について
ごん純一議員 高齢者が住宅の改善を検討する場合、
介護保険や高齢者住宅改善費補助だけではなく、さま
ざまな制度が関係する場合があります。朝霞市では「住
まいのサポートブック」等により、情報を整理してい
ると理解しているが、現在、高齢者から住宅に関する
相談を受けた際の関係部署や他制度への案内、庁内で
の連携をどのように行っているのか伺います。
都市建設部長 高齢者から住宅に関する相談を受けた
際は、受付部署において相談内容の聞き取りを行い、
各種制度の所管課へ適切に案内しています。なお、複
数の制度が利用可能な場合については、相談者にその
内容を丁寧にお伝えし、ご本人に納得いただいたうえ
で制度を選択していただけるよう努めています。
その他の質問項目 高齢者住宅の温熱環境について

民 生 関 係
フレッシュトレーニング教室の拡充を要望
兼本尚昌議員 65歳以上の市民を対象に、運動機能
低下防止のための筋トレや各種体操を行う「フレッ
シュトレーニング教室」は高い評価を得ています。しか
し、今年度は定員が削減され、抽せん漏れで83人をお
断りする事態となりました。取り組み概要や予算、定
員削減の理由、来年度の方針について市の考えをお伺
いします。また、高齢者の健康維持に向け、来年度以降
の予算拡充および定員と実施場所の拡大を強く要望します。
健康部長 フレッシュトレーニング教室は、要介護・
要支援状態とならないよう、健康運動指導士等が転
倒・骨折の予防および加齢に伴う運動機能低下防止の
ための筋力トレーニング、ストレッチ、リズム体操等
を行うほか、脳トレなども実施しており、予算額は、
約650万円となっています。また、定員削減の理由
は、本来予定していた会場を確保することができず、
ほかの会場で定員数を増やすなど対応しましたが、結
果的に前年度と比較して少なくなりました。来年度の
方針は、より多くの方が参加いただけるよう、定員数
の拡充に努め、新たな会場の確保も行っていくととも
に、運動機能低下防止のための筋力トレーニングと併
せて栄養等に関する健康講座を行うなど、内容の充実
についても検討したいと考えています。
その他の質問項目 市職員採用年齢上限撤廃／ポイ
捨て過料徴収制度導入／新加入外国人等に国保税一括
前納／公用車の運用管理システム導入

デジタル化に向けたシニアへの支援を
遠藤光博議員 5年前のコロナ禍から何度も一般質問
で訴えてきましたが、いまだ市の事業として実施には
至っておりません。高齢者がデジタル機器の操作に不
慣れであることを理由に必要な情報やサービスから取
り残されないよう支援することは行政の重要な役割と
考えます。繰り返し相談、支援できる仕組みを市の事
業として進めていくべきと強く訴えるものです。困っ
たときに身近で相談できる継続的な支援体制を、市の
事業として整えることが必要と考えますが市の見解を
伺います。
福祉部長 デジタル化が急速に進展する中、高齢者が
行政サービス等をみずから円滑に利用できるよう支援
することは、市として取り組むべき課題の1つであり、
その必要性を認識しています。高齢者に対するデジタ
ルツールの利用支援を市の事業として実施することに
ついては、他自治体の先行事例を調査し、事業の効果
や実施体制、運営上の課題などについて情報収集に努
めるとともに、関係部署と連携し、本市にとって望ま
しい支援の在り方を検討していきたいと考えています。
その他の質問項目 防災対策の推進を、マンション
の防災対策／物価高騰対策、食料品の消費税1％引き
下げに対する給食の影響について 他
ひとり暮らし、身寄りのない高齢支援について
岡﨑和広議員 近年、ひとり暮らし、身寄りのない高齢
者が増えています。こうした方々が病気や介護などに
より生活上の支援が必要となった場合、入院や施設へ
の入所、緊急時の連絡、各種手続き、亡くなった後の葬
儀や納骨などさまざまな場面で頼れる人がいないと
いった問題に直面することになります。ひとり暮らし、
身寄りのない高齢者が住み慣れた朝霞市で安心して生
活して最後まで尊厳を持って暮らせるように市として
支援していただきたいと思いますがいかがでしょうか。
福祉部長 市の現在の取り組みは、安心見守り連絡
カードの配布、緊急通報システムや見守りライトなど
の設置、配食などを活用した見守りサービスの提供を
行っています。また、地域包括支援センターなどで実施
している高齢者の総合相談において、在宅生活を送る
ことが難しくなっている方は、訪問などにより状況確
認を行い、関係機関と連携して支援にあたっています。
社会福祉協議会においては、地域のサロン活動など

に参加し、顔の見える関係を築くとともに、高齢者を
はじめとする地域の困りごとの情報を収集し、必要な
支援につなげる役割を担っています。
その他の質問項目 断熱住宅の導入に支援を（窓断熱
など）／宅配ボックス設置に補助を／害虫が大量発生
した場合の対策について／越戸公園の水はけ改善を
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高齢者の肺炎予防のさらなる支援を
宮林智美議員 令和6年度から高齢者の肺炎球菌定期
予防接種の対象が原則65歳となり、令和8年度から
はワクチンが20価に変更されました。高齢者の肺炎
は、年齢の上昇とともに重症化リスクが高まり、特に後
期高齢期以降でその傾向が顕著になるとされています。
そこで、高齢者の健康維持、重症化予防、医療費抑
制の観点から、満66歳以上の高齢者を対象に、20
価ワクチンの助成事業を実施してはどうかと考えます
が市の考えを伺います。
健康部長 高齢者肺炎球菌ワクチンの対象年齢につい
ては、20価を導入する際の国での検討の中で、疾病
負荷やワクチンの有効性および費用対効果の知見を踏
まえ、現在の65歳が適切であるとされたところです。
しかし、23価ワクチンの有効性が徐々に減少して

いくことおよび65歳で23価ワクチンの接種歴のあ
る方を含め、国の知見において、70歳においても費
用対効果の観点では良好であることを踏まえ、接種の
対象年齢については、今後、21価ワクチンの定期接
種化に係る国の検討を行う際に、その必要性を含め、
改めて検討されているところですので、国の動向を注
視していきたいと考えています。
その他の質問項目 感震ブレーカーの普及を／市主導
の防犯カメラの設置を／カーブミラーの設置について
放課後児童クラブ指定管理業務仕様書について
西明議員 新たな仕様書の内容は、これまでに寄せら
れた保護者の声をしっかりと受け止め、まさに長年の
要望を形にしたものだと認識しています。従来の仕様
書からの変更点とそのねらいをお伺いします。また、
子どもの人権への配慮や一人ひとりの人格・意見を尊
重した運営の測定・評価は、目に見えにくく測りづら
い面があるかと思いますが、その仕組みについてもお
伺いします。
こども部長 変更点については、入退室管理や連絡等
の電子化による効率化、長期休暇中の昼食提供、障害
児支援、引き渡し訓練や人権研修への参加など、保護
者や議会からのご意見を反映し準備を進めてきました。
なお、公募条件には放課後子ども教室との一体的運営
への協力も盛り込んでいます。子どもの人権に十分に
配慮するためには、子どもの気持ちに寄り添い、意見
提出や参加の権利を保障することが大切だと考えます。
研修参加、アンケート、モニタリングを通じて子ども
の声を丁寧に取り入れ、フィードバックや取り組み状
況の確認を行っていきます。
その他の質問項目 首都直下地震緊急対策推進基本
計画の変更に伴う朝霞市の考え

プレコンセプションケア（プレコン）の推進
飯倉一樹議員 プレコンは「性別を問わず、適切な時期
に、性や健康に関する正しい知識を持ち、妊娠・出産を
含めた将来設計や将来の健康を考えて健康管理を行
う」概念として国も県も推進をしています。「第6次朝
霞市総合計画」内の「ライフステージを通じた切れ目の
ない子育て支援の充実」において言及されている内容
と方向性を同じくするものと考えられます。また、適切な
形でプレコンを推進し、若年層が相談をしやすい状況
を整えることが有益と考えますが、市の見解を伺います。
こども部長 プレコンセプションケアを適切な形で推
進し、若年層にとって相談しやすい環境を整えること
は、将来の健康増進、少子化対策、母子保健の充実と
いう観点から、本市にとっても有益であると考えてい
ます。引き続き、プレコンセプションケアの理念にのっ
とり、既存事業の充実に取り組み、若年層が相談しや
すい環境の整備に努めていきたいと考えています。
その他の質問項目 遺贈寄付での高齢者居住支援／
樹木の管理・計画策定／自助、共助の課題／BCP等企
業の防災支援／車の浸水対策／学校での火災予防訓練
福祉事業者に対する市の調査権限
黒川滋議員 市内の障害者福祉事業で相次いで重大な
利用者に対する問題が発覚しました。これまで市は福
祉事業者のトラブルに関して法人の設立認可者である
地方厚生局、県や権限を持つ市が対処すべきとしてき
ましたが、改めて障害福祉事業であれば障害者総合支
援法第10条、介護事業であれば介護保険法第22条
により、自立支援費や介護給付費などの給付責任とし
て朝霞市にもあるという認識でよいのでしょうか。
福祉部長 許認可権者の自治体と共同で調査を実施し
て、運営、介護報酬の請求の両面から指導・助言を行っ
ています。今後も許認可権者と連携し、不適正な形で
サービスが提供されていることが判明したときは、請
求金額を正すとともに、適正なサービスが提供される
よう事業者に働きかけていきます。
健康部長 保険者として、介護事業所からの保険給付
の請求やケアプランの内容が適切なものとなっている
か点検を行い、不適切なものが確認された際には、速や
かに是正指導を行うなど必要に応じて対応しています。
その他の質問項目 国際興業バス朝11系統大幅減便
の対応／都市計画マスタープランでの歩道確保／大型
マンション建設に伴う保育需要の変化の対応

次回定例会の開会は、11月27日㈮午前9時からの
予定です。
※請願の提出は、11月20日㈮）午後4時までにお願
いします。
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